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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第56期中は希薄化効果を有する潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 百万円 35,839 36,013 35,460 68,795 68,921 

経常利益 百万円 5,310 6,326 5,751 9,501 10,761 

中間（当期）純利益 百万円 3,067 3,355 3,058 5,230 4,647 

純資産額 百万円 54,624 55,181 53,347 53,314 51,120 

総資産額 百万円 65,392 67,149 64,760 65,444 61,732 

１株当たり純資産額 円 987.19 1,014.60 1,009.97 980.16 976.02 

１株当たり中間（当期）

純利益 
円 55.43 61.69 58.27 94.18 86.00 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
円 － 61.19 57.83 93.91 85.31 

自己資本比率 ％ 83.5 82.2 82.4 81.5 82.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 8,737 2,990 4,839 13,829 5,507 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 448 393 -105 267 430 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 -1,378 -1,072 -853 -4,717 -7,142 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
百万円 18,581 22,440 22,870 20,132 18,951 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

人 
3,746 

(2,363) 

3,988 

(1,894) 

4,054 

(1,773) 

3,683 

(2,308) 

4,008 

(1,806) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第56期中は希薄化効果を有する潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 百万円 33,780 33,750 32,781 64,715 64,411 

経常利益 百万円 4,960 6,178 5,596 9,205 10,625 

中間（当期）純利益 百万円 2,471 3,261 2,985 4,625 4,586 

資本金 百万円 5,901 5,901 5,901 5,901 5,901 

発行済株式総数 千株 56,057 56,057 56,057 56,057 56,057 

純資産額 百万円 55,030 55,668 53,582 53,876 51,440 

総資産額 百万円 65,204 66,476 64,086 65,232 61,347 

１株当たり純資産額 円 994.53 1,023.57 1,014.42 990.49 982.14 

１株当たり中間（当期）

純利益 
円 44.67 59.97 56.88 83.25 84.87 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
円 － 59.48 56.45 83.01 84.20 

１株当たり中間（年間）

配当額 
円 25.00 29.00 31.50 51.00 61.00 

自己資本比率 ％ 84.4 83.7 83.6 82.6 83.9 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

人 
2,987 

(1,930) 

2,780 

(1,590) 

2,753 

(1,589) 

2,837 

(1,830) 

2,670 

(1,586) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が異動しました。 

 （注）１．前連結会計年度において非連結子会社でありましたが、当中間連結会計期間より連結子会社となりました。

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．提出会社では、契約社員、アルバイト及び嘱託を採用しており、当中間期中における平均雇用人員は1,589

人（１日８時間換算）で（ ）内に外数で記載しております。 

２．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、三城ユニオン（平成８年７月３日結成、平成17年９月30日現在4,349名）と称し、現在ゼン

セン同盟に加盟しております。 

 活動について特記すべき事項はなく、労使が共通の目的をもって協調する関係にあります。 

会社名 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

上海巴黎三城商貿有

限公司 
 中国  

千RMB 

500 
 眼鏡小売業 

100.0 

(100.0) 

商品の販売・仕入

役員の兼任１名  

  平成17年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

営業部門 2,559 (1,481) 

間接部門 194 (108) 

提出会社計 2,753 (1,589) 

連結子会社 1,301 (184) 

合計 4,054 (1,773) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 2,753 (1,589) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間を含む、過去１年の国内眼鏡小売市場は、小売市場全体に逆行するような推移となりました。

2004年度後半には多くの小売業の業績が下振れましたが、同年度における眼鏡小売市場は、数量・単価とも前年比増

となりました。反対に当中間期においては、地方を中心とする競争環境の変化、所得環境の改善による消費マインド

の変化等により売上高の改善が進む小売業が増加し始めましたが、主要眼鏡小売各社の業績は2005年５～６月から前

年比割れし始めました。 歴史的に眼鏡の分野は国内小売市場全体の動きに半年から最大２年近く遅行する傾向があ

り、また当中間期に業績改善が図られている専門店小売業は、若年層・ファッションの比重が高く短サイクルで商品

が投入されている業種が多いとの分析もなされています。しかし、主要眼鏡小売各社は2004年において体質改善や積

極出店等により業績を回復させたものの、お客様の変化への対応という面では従来のあり方から大きな違いがなかっ

たことが、当中間期の状況の要因のひとつとなった可能性もあります。よって、今後は変化するお客様に価値を感じ

ていただけるような展開を実行できる企業が、中期的に大きな優位性を発揮できる可能性があります。世界の眼鏡小

売市場の動きに目を向ければ、７月には世界最大の眼鏡小売チェーンを率いるM&Aに積極的な企業グループが、北京

と香港に計140店舗を擁する中国の眼鏡小売業を買収するとのニュースが流れてきました。新しい時代の市場獲得は

最大の成長市場にまで及びつつあります。   

 国内営業全般につきましては、４月、５月は予定どおり小売売上高増収、営業増益ペースで推移しました。しかし

６月からサングラス売上が前年比で大きなマイナスになり始め、フレーム売上も弱含みし始めました。機能商品であ

るレンズと補聴器については比較的堅調でしたが、ファッション的要素が加味されるフレーム、サングラスが弱いこ

とから、当社の「お客様や市場の変化への適合」という中期的な課題への取り組み、そしてその先駆けとして前期末

決算における商品評価減計上後の新しいMDへの着手が不可欠であったことが確認できました。その後、年間に占める

売上構成比が高い７月から８月前半にかけて当初予算とのマイナス差異が大きくなったため、第１四半期業績発表時

に中間決算予想見込みを修正しました。８月後半から９月にかけては修正見込みの下振れ幅までには悪化せず、９月

には客数の減少幅が縮小する等回復の兆しも見えたため、当中間期の国内全店小売売上高は前年同期比1.5％減の

35,180百万円、同既存店売上高は前年同期比2.0％減となりました（修正見込みは全店2.2％減、既存店2.8％減に設

定）。以上により、お客様の変化への適合という観点から、新しいMDや店舗政策の改革が必要であるという極めてシ

ンプルな課題が明らかになり、中長期的な業績向上のポテンシャルをあらためて確認できた６ヶ月間となりました。

なお新しいMDの観点から一部店舗において実施した期間限定販促が数量増の一因となり、10月単月では小売売上高が

前年比プラスに転じています。  

 売上原価、売上総利益の面では、実際のお客様の評価である国内全店小売売上高（直営店＋のれん自立店の小売売

上高）と同じベースで見た売上総利益率については、前年同期比で0.2ポイント向上しました。損益計算書上では、

単体決算において売上総利益率が前年同期比で0.92ポイント減少し71.64％となりました。その減少要因の主な内訳

は、前中間期末から当中間期末までの間に新たに23店舗の国内直営店舗がのれん自立店に転換した影響による売上総

利益額の減少が227百万円、当中間期末時点で算出した商品評価減の新規発生見積り額による減少が460百万円となっ

ています。原価ベースで見た商品回転（単体）に関しては、前年同期の2.07回から当中間期は2.75回に向上しまし

た。この結果、売上総利益率は下がったものの、交差比率は前年同期の150％から当中間期は197％に向上しました。

商品評価減の計上前後の比較では当然起こり得る変化ですが、今後はお客様にとってより魅力的な商品ラインナップ

とすべく、短サイクルの商品投入によって鮮度を上げていきたいと考えています。海外法人を含めた連結決算の売上

総利益率は70.73％となりました（商品評価減の影響を抜いたベースでの売上総利益率は連結決算では72.03％、単体

では73.04％）。     

 販売費及び一般管理費につきましては、人件費、賃借料、広告宣伝費等を中心に、連結ベースでは前期比1.5％減

（290百万円減）、単体ベースでは前期比2.7％減（508百万円減）のコスト削減が図られました。しかし、中長期的

成長のためには本来の意味のコスト対効果や、投資としてのコスト拠出についても検討すべき時期が到来したと認識

しています。  

 設備投資面では、国内新規出店17店（うち、のれん自立店の新店１店、移転１店を含む）、退店は８店（うち、の

れん自立店の退店３店舗、移転１店舗を含む）、改装17店を実施し、国内店舗数は1,050店となっています。海外に

おいては、中国上海法人の５店出店、２店退店を中心に９店の出店、５店の退店を実施し、期末の海外店舗数は192

店舗となりました（各社の決算期間ではなく、当社単体の決算期間でのカウント）。     



 海外につきましては、中国上海法人が前期後半から当期初にかけての店舗投資負担があったものの、当中間期中に

はそれらのコストを吸収し、当初予算以上の業績を確保しました。シンガポール法人は売上が回復し増収増益となり

ましたが、売上総利益率が会計処理要因等で弱含みました。香港法人及びフランス法人は前年、予算双方に対し営業

利益が改善しました。ともにコスト構造が改善しており、フランス法人につきましては欧州での新たな展開の先駆け

としてルーブル店を当中間期末日に閉店しました。 

 なお、当中間期より実施する固定資産の減損については、204百万円を特別損失として計上しています。内訳とし

ては、北海道営業エリア、シアトル支店、海外子会社３社の店舗設備等及び兵庫県の遊休土地についての減損損失を

計上しました。 

 以上のような事業展開により、当中間期の連結決算において売上高35,460百万円（前年同期比1.5％減）、営業利

益5,558百万円（前年同期比8.2％減）、経常利益5,751百万円（前年同期比9.1％減）、中間純利益3,058百万円（前

年同期比8.8％減）となりました。単体決算においては、国内全店小売売上高35,180百万円（前年同期比1.5％減）、

売上高32,781百万円（前年同期比2.9％減）、営業利益5,490百万円（前年同期比8.3％減）、経常利益5,596百万円

（前年同期比9.4％減）、中間純利益2,985百万円（前年同期比8.5％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中間連結会計期間末

に比べ429百万円増加し22,870百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、4,839百万円（前年同期比61.8％増）となり、前年同期に比べ大幅に増加して

います。これは主に当中間期における法人税等の支払いが、前年同期に比較して1,451百万円減少していることに

起因しています。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、105百万円となりました。これは主に抑制された設備投資が敷金・保証金の回

収額に相殺されたことが、大きな使用金額とはならなかった要因です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、853百万円（前年同期比20.4％減）となりました。これは主に配当金の支払い

1,676百万円によるものです。前年同期に比べ使用金額が減少したのは、ストックオプションの行使による自己株

式の売却等によって得られた資金が752百万円あるためです。 



２【販売及び仕入の状況】 

(1）販売の状況 

①販売方法 

 当社グループは、メーカー等から商品の仕入れを行い、主として店頭における一般消費者への小売販売を営ん

でおります。 

②商品販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他には、宝飾品、既製老眼鏡等が含まれております。 

次へ  

品目別 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

フレーム（百万円） 11,167 97.5 

レンズ（百万円） 16,391 100.3 

サングラス（百万円） 1,692 100.0 

コンタクトレンズ（百万円） 1,314 120.3 

コンタクトレンズ備品（百万円） 778 95.1 

補聴器（百万円） 1,653 119.7 

その他（百万円） 2,463 76.2 

合計（百万円） 35,460 98.5 



③地域別売上高 

地域別 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

売上高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

前年同期比
（％） 

出店 
（店） 

ＦＣ転換店
（店） 

退店 
（店） 

中間期末 
（店） 

 北海道 197 0.6 101.8 1 0 0 10 

 青森県 268 0.8 112.3 1 0 0 12 

 岩手県 149 0.4 88.4 0 0 0 6 

 宮城県 243 0.7 86.9 0 0 0 11 

 秋田県 108 0.3 88.3 0 0 0 7 

 山形県 209 0.6 94.4 1 0 1 8 

 福島県 334 0.9 78.8 1 2 0 11 

北海道・東北地域計 1,510 4.3 91.5 4 2 1 65 

 茨城県 1,024 2.9 98.1 1 0 0 23 

 栃木県 308 0.9 98.5 0 0 0 10 

 群馬県 455 1.3 100.6 0 0 1 18 

 埼玉県 1,408 4.0 101.0 0 0 0 33 

 千葉県 808 2.3 100.3 1 0 0 27 

 東京都 1,996 5.6 91.0 2 0 0 57 

 神奈川県 1,903 5.3 94.6 0 0 1 47 

関東地域計 7,906 22.3 96.2 4 0 2 215 

 新潟県 355 1.0 109.2 1 0 0 13 

 富山県 262 0.7 98.1 0 1 0 11 

 石川県 437 1.2 103.4 1 0 0 12 

 福井県 68 0.2 95.8 0 0 0 3 

 山梨県 78 0.2 81.9 0 0 0 4 

 長野県 267 0.8 98.1 0 0 0 14 

 岐阜県 374 1.1 101.1 0 0 0 14 

 静岡県 599 1.7 97.5 0 0 0 25 

 愛知県 1,433 4.0 96.1 1 0 0 45 

 三重県 494 1.4 102.2 0 0 0 14 

中部地域計 4,372 12.3 99.0 3 1 0 155 

 



地域別 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

売上高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

前年同期比
（％） 

出店 
（店） 

ＦＣ転換店
（店） 

退店 
（店） 

中間期末 
（店） 

 滋賀県 659 1.9 97.0 0 1 0 17 

 京都府 1,550 4.4 100.7 0 0 0 34 

 大阪府 2,741 7.7 96.8 2 0 1 72 

 兵庫県 3,189 9.0 92.9 2 2 0 78 

 奈良県 856 2.4 97.3 0 0 0 22 

 和歌山県 528 1.5 95.5 0 0 0 11 

近畿地域計 9,525 26.9 96.0 4 3 1 234 

 鳥取県 342 1.0 98.6 0 0 0 8 

 島根県 345 1.0 87.6 0 0 0 5 

 岡山県 1,296 3.6 100.6 0 2 0 28 

 広島県 706 2.0 85.1 0 1 0 25 

 山口県 472 1.3 97.2 0 0 0 17 

中国地域計 3,163 8.9 94.5 0 3 0 83 

 徳島県 270 0.8 104.8 1 0 0 8 

 香川県 525 1.5 93.2 0 0 0 13 

 愛媛県 657 1.8 101.5 1 0 0 15 

 高知県 442 1.2 94.5 0 0 0 10 

四国地域計 1,894 5.3 97.8 2 0 0 46 

 福岡県 775 2.2 98.6 1 0 0 29 

 佐賀県 144 0.4 94.1 0 0 0 5 

 長崎県 331 0.9 103.0 0 0 0 10 

 熊本県 341 1.0 103.3 0 0 0 14 

 大分県 176 0.5 102.7 0 0 0 8 

 宮崎県 124 0.4 90.5 0 0 0 6 

 鹿児島県 157 0.4 93.9 0 0 0 6 

 沖縄県 104 0.3 104.6 0 0 0 4 

九州・沖縄地域計 2,156 6.1 99.4 1 0 0 82 

 



 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他売上高は、主に国内における卸売上等であります。 

３．「ＦＣ転換店」とは、既存直営店舗ののれん自立店舗への転換であります。 

次へ  

地域別 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

売上高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

前年同期比
（％） 

出店 
（店） 

ＦＣ転換店
（店） 

退店 
（店） 

中間期末 
（店） 

アメリカ ワシントン州他 194 0.6 105.0 0 0 1 7 

店舗計 30,724 86.7 96.5 18 9 5 887 

その他売上高 2,094 5.9 111.0 － － － － 

提出会社及び国内連結子会

社計 
32,819 92.6 97.3 18 9 5 887 

 東南アジア 1,516 4.3 116.1 5 0 3 137 

 欧州 292 0.8 105.3 0 0 1 4 

 オセアニア・ハワイ 831 2.3 119.1 4 0 0 31 

海外連結子会社計 2,641 7.4 115.7 9 0 4 172 

合計 35,460 100.0 98.5 27 9 9 1,059 



④主要顧客別販売状況 

 主要顧客に該当するものはありません。 

⑤単位当たりの売上高 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．売上高は国内及び海外の小売店舗の売上高のみを表示しております。 

３．提出会社においては、売場面積は稼働月数により算出しており、「大規模小売店舗における小売業の事業活

動の調整に関する法律」に基づくものであります。 

４．従業員数は店舗における人員であり、契約社員、アルバイト及び嘱託が含まれております。 

５．提出会社においては、契約社員、アルバイト及び嘱託数は、１日８時間換算にて算出しております。 

摘要 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

売上高（千円） 32,457,469 97.2 

売場面積（期中平均）（㎡） 113,636.41 99.4 

１㎡当たり売上高（千円） 286 97.9 

従業員数（期中平均）（人） 4,449 99.9 

１人当たり売上高（千円） 7,295 97.3 



(2）仕入の状況 

商品仕入実績 

 （注）１．上記の金額は仕入金額であり、消費税等は含まれておりません。 

２．その他には、宝飾品、既製老眼鏡等が含まれております。 

品目別 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

フレーム（百万円） 2,504 80.4 

レンズ（百万円） 3,528 101.7 

サングラス（百万円） 498 96.1 

コンタクトレンズ（百万円） 850 119.6 

コンタクトレンズ備品（百万円） 576 95.0 

補聴器（百万円） 964 119.4 

その他（百万円） 889 68.8 

合計（百万円） 9,813 93.3 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間における主な研究開発活動は次のとおりであります。 

(1）新ミキシムデザインシステム（MacCG）の進化へ向けて 

 現在、開発・実験中の新ミキシムデザインシステム（MacCG）では、通信によって、遠隔地のスタイリストに

デザインを依頼することができます。画面上のスタイリストとテレビ電話で対話しながら、好みや注文を伝えれ

ば、要望に合わせて、スタイリストがリモート機能により目の前の画面を展開させます。次々と変わるCG画面に

お客様は驚くことでしょう。その気になれば全世界のスタイリストを呼び出すこともできます。この仕組みは

「本物を手にしたい」「世界のプロにデザインしてほしい」とお考えの多くのお客様の夢を簡単にかなえること

を可能とします。さらに、デザインだけではなく、そのお客様に適切なレンズをご提供する「累進レンズタイプ

の提案」機能もバージョンアップ中です。特におひとりお一人違ったこだわりをお持ちになるエルダー層（中高

年以降）のお客様にもご満足いただけるように、メガネをかけるシーンや環境、度数や目の状態と過去のメガネ

経験などの条件を総合的に考え合わせて、AI（人工知能）が適切な累進レンズの提案を行う、夢のシステムへ進

化する予定です。その他お客様のご要望に合わせ、次々に進化し続けるミキシムデザインシステムにご期待くだ

さい。 

(2）三次元計測を用いたメガネフィッティングに関する研究 

 メガネの度数測定や加工調整の分野はかなり自動化されていますが、でき上がったメガネをお客様の顔に合わ

せる「フィッティング」の分野は自動化が遅れているのが現状です。そこで、注文時にお客様の頭部形状を測定

し、納品時にフィッティングをすることなくお渡しできるように予めフィッティングできるようなシステムの構

築をめざして、研究を開始しました。まず「頂間距離」と呼ばれる目とメガネの間隔を、三次元かつ非接触で精

密に測定する実験を行い、正確に測定できることを実証しました。さらに、メガネの力学的特性を明らかにする

ためテンプルにかかる力とメガネの変形量を実測し、有限要素法という方法でメガネ各部にかかる力とひずみを

シミュレーションできるようになりました。これらは、フィッティングの自動化に対応できる足がかりとなる研

究です。今後はメガネと人間の皮膚との接触の問題や摩擦の問題について、快適と感じる圧力分布などの研究を

行う計画です。 

(3）加齢による瞳孔径の変化の研究 

 高齢者の急増に伴い、遠近両用眼鏡の多様化が急速に進んできています。そこで、眼の生理的な現象として、

加齢とともに瞳孔が小さくなるということが、遠近両用の見え方にどのような影響を与えるかを研究しました。

今回は、最新の電子瞳孔計を使用し年代別のデータを収集いたしました。このデータをもとに千葉大学の先生と

の共同研究で、その成果を第41回日本眼光学学会にて発表いたしました。 

(4）人材育成 

①「オーナープライマリー研修」 

 オーナーを育てる研修として「オーナープライマリー研修」を従来より実施しております。希望者は、現在

の直営店の店長および意欲的な社員の中から募り集合研修を行なっております（当中間連結会計期間において

は第５期68名、第６期27名の計95名が受講）。内容は独立するために必要な経営学・顧客管理・販売促進の講

義を中心に、現在のれん自立店として運営している店舗に出向いての講義やオーナーの体験談を取り入れ（臨

店ゼミ。当社社長も参画）、独立するためにすぐに役立つ、より実践的な内容（直営店の不振店の再生プラン

策定等）に絞り込んで実施いたしました。今後は、直営店・のれん自立店の区別なく新たな教育体系の構築に

取り組んでいきます。 

②生涯教育プラン「テーマ別研修」 

 多様化するお客様のご要望にお応えするため、「眼鏡技術者としての専門性」と「オーナー意識の醸成」が

ますます重要となっています。そこでこれらのテーマに沿った研修「テーマ別研修」を、岡山、東京の２会場

で行い、今期は７講座18コースを開講し延べ155人が受講しました。 

(5）その他 

 視機能分野のみならず、専門的な技術分野やメガネの品質にも関わる相談窓口「めがね相談室」の充実と、そ

こで得られた内容の事例研究や教育への活用及びメーカーへのフィードバックの仕組み作りを行いました。 

以上を主とする当中間連結会計期間の研究開発費は65百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 223,000,000 

計 223,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数
（株） 

(平成17年12月22日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 56,057,474 56,057,474 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

計 56,057,474 56,057,474 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年６月25日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２．新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって普通株式を発行(新株予約権の行使により新株式

を発行する場合を除く。)する場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。 

 なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

る。 

 また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 8,410個 8,220個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 841,000株 822,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,638円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成25年６月24日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,638円 

資本組入額 819円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権を付与された者（以下「新

株予約権者」という。）は、権利行使

時においても、当社の取締役・監査

役・従業員、当社の子会社の取締役・

従業員、当社の関係会社の従業員なら

びに当社ののれん自立店オーナーの地

位にあることを要する。ただし、新株

予約権者が定年・任期満了・当社のの

れん自立による退任・退職、会社都合

によりこれらの地位を失った場合は、

この限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合は、その

相続人による本件新株予約権の相続を

認める。ただし、④に規定する契約に

定める条件による。 

③新株予約権の質入れその他一切の処分

は認めない。 

④その他の条件については、株主総会お

よび取締役会決議に基づいて、当社と

新株予約権者との間で締結する契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込価額 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



平成16年６月25日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２．新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって普通株式を発行(新株予約権の行使により新株式

を発行する場合を除く。)する場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。 

 なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

る。 

 また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 15,711個 15,645個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,571,100株 1,564,500株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり2,403円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成26年６月24日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  2,403円 

資本組入額 1,202円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

  

①新株予約権を付与された者（以下

「新株予約権者」という。）は、権

利行使時においても、当社の取締

役・監査役・従業員、当社の子会社

および関係会社の取締役・従業員な

らびに当社ののれん自立店オーナ

ー・従業員の地位にあることを要す

る。ただし、新株予約権者が定年・

任期満了・当社ののれん自立による

退任・退職、会社都合によりこれら

の地位を失った場合は、この限りで

はない。 

②新株予約権者が死亡した場合は、そ

の相続人による本件新株予約権の相

続を認める。ただし、④に規定する

契約に定める条件による。 

③新株予約権の質入れその他一切の処分

は認めない。 

④その他の条件については、株主総会お

よび取締役会決議に基づいて、当社と

新株予約権者との間で締結する契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込価額 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



平成17年６月24日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２．新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって普通株式を発行(新株予約権の行使により新株式

を発行する場合を除く。)する場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。 

 なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

る。 

 また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 1,010個 988個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 101,000株 98,800株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり2,450円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成27年６月23日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  2,450円 

資本組入額 1,225円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権を付与された者（以下「新

株予約権者」という。）は、権利行使

時においても、当社の取締役・監査

役・従業員、当社の子会社および関連

会社等の取締役・従業員ならびに当社

ののれん自立店のオーナー・従業員の

地位にあることを要する。ただし、新

株予約権者が定年・任期満了・当社の

れん自立による退任・退職、会社都合

によりこれらの地位を失った場合は、

この限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合は、その

相続人による本件新株予約権の相続を

認める。ただし、④に規定する契約に

定める条件による。 

③新株予約権の質入れその他一切の処分

は認めない。 

④その他の条件については、株主総会お

よび取締役会決議に基づいて、当社と

新株予約権者との間で締結する契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込価額 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注） １．上記のほか、自己株式が3,236千株あります。 
２．野村證券株式会社ほか３社が連名により平成17年９月15日付で大量保有報告書を提出しておりますが、当
社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主
名簿によっております。 

  

３．シュローダー投信投資顧問株式会社ほか３社が連名により平成17年10月14日付で大量保有報告書を提出し
ておりますが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大
株主の状況は株主名簿によっております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年４月１日 

 平成17年９月30日 
－ 56,057,474 － 5,901,075 － 6,829,509 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ルネット 兵庫県姫路市伊伝居110－２ 14,068 25.10 

コドモ リミテッド 

（常任代理人 シティコープ

証券会社東京支店） 

７ ALBEMARLE STREET, LONDON, W1X 3HF  

UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内１丁目３－１ 東

京銀行協会ビル８Ｆ） 

6,170 11.01 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 3,006 5.36 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,405 4.29 

三城社員持株会 東京都中央区銀座２丁目７－17 2,364 4.21 

クレディ アグリコール イ

ンドスエズ ローザンヌ 

（常任代理人 株式会社東京

三菱銀行） 

8,CHEMIN DE BEREE,CASE POSTALE 224, 

1010 LAUZANNE 10 SWITZERLAND  

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１カス

トディ業務部） 

1,618 2.89 

多根 幹雄 QUAI WILSON 45 1201 GENEVE SWITZERLAND 1,139 2.03 

多根 裕詞 兵庫県姫路市下寺町140 1,098 1.96 

多根 伸彦 神奈川県鎌倉市二階堂58番地35 824 1.47 

野村信託銀行株式会社（投信

口） 
東京都千代田区大手町２丁目２－２ 630 1.13 

計 － 33,326 59.45 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

野村證券株式会社ほか３社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 3,140 5.60 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シュローダー投信投資顧問株

式会社ほか３社 
東京都千代田区丸の内１丁目11－１ 3,052 5.45 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,900株（議決権の数49個）含まれ

ております。 

  

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が200株（議決権の数２

個）あります。なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含

まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 
議決権の数
（個） 

内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,236,400 － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 52,616,800 526,168 同 上 

単元未満株式 普通株式 204,274 － 同 上 

発行済株式総数 56,057,474 － － 

総株主の議決権 － 526,168 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合 計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の 割 合（％） 

株式会社三城 
東京都中央区銀座

二丁目７番17号 
3,236,400 － 3,236,400 5.77 

計 － 3,236,400 － 3,236,400 5.77 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,670 2,520 2,480 2,535 2,545 2,480 

最低（円） 2,360 2,270 2,250 2,415 2,300 2,335 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 代表取締役会長     ─  代表取締役社長     ─  多根 裕詞 平成17年10月10日

 取締役社長     ─  取締役副社長     ─ 
 アルメル・ 

 カイエール 
平成17年10月10日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更しました。なお、比

較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示しております。

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30

日）及び前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）並びに当中間連結会計期間（自平成17年４月

１日 至平成17年９月30日）及び当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）の中間連結財務諸表

及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   22,044   22,480   18,535  

２．売掛金   2,508   2,464   2,481  

３．有価証券   3,264   3,436   3,551  

４．たな卸資産   10,780   8,157   8,851  

５．繰延税金資産   1,063   1,924   1,689  

６．その他   1,504   1,573   1,443  

貸倒引当金   -2   -23   -23  

流動資産合計   41,163 61.3  40,014 61.8  36,531 59.2 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産           

１．建物及び構
築物  12,020   12,047   12,201   

２．器具備品  8,957   8,633   8,841   

３．その他  1,187   1,173   1,192   

 減価償却累
計額  -14,937 7,227  -14,875 6,978  -15,120 7,115  

(2）無形固定資産   254   268   270  

(3）投資その他の
資産           

１．投資有価証
券  2,984   2,937   2,799   

２．長期貸付金  463   377   415   

３．敷金及び保
証金  12,411   12,037   12,295   

４．建設協力金  2,059   1,784   1,894   

５．繰延税金資
産  219   122   148   

６．その他  430   267   291   

貸倒引当金  -64 18,504  -29 17,498  -29 17,816  

固定資産合計   25,986 38.7  24,746 38.2  25,201 40.8 

資産合計   67,149 100.0  64,760 100.0  61,732 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び
買掛金   2,393   2,308   2,286  

２．短期借入金   441   72   2  

３．未払金   2,097   2,154   2,188  

４．未払法人税等   3,181   3,136   2,722  

５．賞与引当金   1,839   1,785   1,514  

６．その他   1,414   1,408   1,373  

流動負債合計   11,368 16.9  10,865 16.8  10,087 16.4 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当
金   25   22   21  

２．その他   349   387   373  

固定負債合計   374 0.6  410 0.6  395 0.6 

負債合計   11,742 17.5  11,276 17.4  10,483 17.0 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   226 0.3  136 0.2  129 0.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   5,901 8.8  5,901 9.1  5,901 9.6 

Ⅱ 資本剰余金   6,842 10.2  6,829 10.5  6,842 11.1 

Ⅲ 利益剰余金   45,290 67.4  46,336 71.6  45,096 73.0 

Ⅳ その他有価証券
評価差額金   136 0.2  301 0.5  206 0.3 

Ⅴ 為替換算調整勘
定   139 0.2  260 0.4  248 0.4 

Ⅵ 自己株式   -3,128 -4.6  -6,281 -9.7  -7,174 -11.6 

資本合計   55,181 82.2  53,347 82.4  51,120 82.8 

負債、少数株主持
分及び資本合計   67,149 100.0  64,760 100.0  61,732 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   36,013 100.0  35,460 100.0  68,921 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   10,144 28.2  10,378 29.3  19,487 28.3 

売上総利益   25,868 71.8  25,082 70.7  49,434 71.7 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費           

１．販売促進費  1,472   1,477   2,937   

２．広告宣伝費  758   657   1,418   

３．給料手当及び
賞与  8,613   8,679   16,171   

４．賞与引当金繰
入額  385   275   1,514   

５．福利厚生費  1,177   1,192   2,335   

６．退職給付費用  270   264   530   

７．減価償却費  609   564   1,251   

８．賃借料  4,292   4,185   8,472   

９．その他  2,236 19,815 55.0 2,227 19,524 55.0 4,503 39,134 56.8 

営業利益   6,053 16.8  5,558 15.7  10,299 14.9 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  51   36   98   

２．受取賃貸料  30   32   62   

３．為替差益  30   －   121   

４．有価証券運用
益  79   203   －   

５．その他  107 299 0.8 54 326 0.9 260 543 0.8 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  1   0   3   

２．為替差損  －   47   －   

３．有価証券運用
損  －   －   6   

４．その他  25 27 0.1 84 133 0.4 71 81 0.1 

経常利益   6,326 17.5  5,751 16.2  10,761 15.6 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却
益  5   －   7   

２．貸倒引当金戻
入額  － 5 0.0 － － － 0 7 0.0 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却
損 

※２ 75   33   128   

２．減損損失 ※３ －   204   －   

３．店舗解約損失
金  93   30   133   

４．商品評価損  －   －   1,970   

５．投資有価証券
評価損  －   13   10   

６．役員退職慰労
金  31 201 0.5 8 290 0.8 31 2,274 3.3 

税金等調整前
中間（当期）
純利益 

  6,130 17.0  5,461 15.4  8,494 12.3 

法人税、住民
税及び事業税  2,840   2,673   4,520   

法人税等調整
額  -98 2,742 7.6 -274 2,399 6.8 -697 3,823 5.6 

少数株主利益   32 0.1  3 0.0  23 0.0 

中間（当期）
純利益   3,355 9.3  3,058 8.6  4,647 6.7 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,842  6,842  6,842 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．自己株式処分差益  0 0 － － 0 0 

Ⅲ 資本剰余金減少高        

１．自己株式処分差損  － － 13 13 － －

Ⅳ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,842  6,829  6,842 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   43,369  45,096  43,369 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  3,355  3,058  4,647  

２．持分変動に伴う利益
剰余金増加額 

 － 3,355 － 3,058 91 4,738 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  1,414  1,675  2,991  

２．役員賞与 
（うち監査役賞与） 

 
20 
(4)
 

15 
(4)
 

20 
(4)
 

３．自己株式処分差損  － 1,434 127 1,818 － 3,011 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  45,290  46,336  45,096 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 6,130 5,461 8,494 

減価償却費及びその
他の償却費 

 646 598 1,305 

減損損失  － 204 － 

貸倒引当金の増加額  0 0 50 

賞与引当金の増加額  382 271 57 

退職給付引当金の増
減額 

 2 0 -1 

受取利息及び受取配
当金 

 -52 -37 -108 

支払利息  1 0 3 

その他営業外損益  -79 -205 1 

為替差損益  -6 47 -80 

有形固定資産除却損  75 33 128 

商品評価損  － － 1,970 

その他特別損益  88 32 77 

売上債権の増加額  -330 -67 -224 

たな卸資産の増減額  -304 732 -340 

その他資産の増減額  -17 -101 78 

仕入債務の増加額  301 2 47 

その他負債の増減額  -73 197 -278 

役員賞与の支払額  -20 -15 -20 

小計  6,744 7,156 11,160 

利息及び配当金の受
取額 

 51 37 107 

利息の支払額  -1 -0 -3 

法人税等の支払額  -3,803 -2,352 -5,756 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 2,990 4,839 5,507 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 － -18 － 

定期預金の払戻によ
る収入 

 241 － 279 

有形固定資産の取得
による支出 

 -433 -624 -875 

有形固定資産の売却
による収入 

 12 5 20 

有価証券及び投資有
価証券の取得による
支出 

 -754 -854 -1,511 

有価証券及び投資有
価証券の売却による
収入 

 804 1,014 1,624 

長期貸付けによる支
出 

 -127 -21 -129 

長期貸付金の回収に
よる収入 

 53 58 103 

敷金及び保証金の支
出 

 -100 -117 -215 

敷金及び保証金の回
収による収入 

 628 367 891 

建設協力金の支出  － -30 -12 

建設協力金の回収に
よる収入 

 152 137 309 

その他収支  -83 -22 -55 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 393 -105 430 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額 

 354 70 -91 

自己株式の売却・取
得（純額） 

 -14 752 -4,060 

配当金の支払額  -1,412 -1,676 -2,989 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 -1,072 -853 -7,142 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 -2 31 24 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

 2,308 3,911 -1,180 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 20,132 18,951 20,132 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及
び現金同等物の増加額 

 － 6 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 22,440 22,870 18,951 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項    

(1）連結子会社の数及び名

称 

14社 

 連結子会社は次のとおりであり

ます。 

㈱グレート建設 

PARIS-MIKI INTERNATIONAL Gmb

H 

MIKI, INC. 

PARIS MIKI AUSTRALIA PTY.  

LTD. 

PARIS-MIKI LONDON LTD. 

OPTIQUE PARIS MIKI (M) SDN  

BHD 

PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD. 

上海巴黎三城光学有限公司 

巴黎三城眼鏡股份有限公司 

MIKI PARIS S.A.R.L. 

OPTIQUE PARIS-MIKI (S) PTE.  

LTD. 

PARIS MIKI (INTERNATIONAL)SA 

PARIS MIKI OPTICAL(THAILAND) 

LTD 

上海巴黎三城眼鏡有限公司 

15社 

 連結子会社は次のとおりであり

ます。 

㈱グレート建設 

PARIS-MIKI INTERNATIONAL Gmb

H 

MIKI, INC. 

PARIS MIKI AUSTRALIA PTY.  

LTD. 

PARIS-MIKI LONDON LTD. 

OPTIQUE PARIS MIKI (M) SDN  

BHD 

PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD. 

上海巴黎三城光学有限公司 

巴黎三城眼鏡股份有限公司 

MIKI PARIS S.A.R.L. 

OPTIQUE PARIS-MIKI (S) PTE.  

LTD. 

PARIS MIKI (INTERNATIONAL)SA 

PARIS MIKI OPTICAL(THAILAND) 

LTD 

上海巴黎三城眼鏡有限公司 

上海巴黎三城商貿有限公司 

14社 

 連結子会社は次のとおりであり

ます。 

㈱グレート建設 

PARIS-MIKI INTERNATIONAL GmbH 

MIKI, INC. 

PARIS MIKI AUSTRALIA PTY.  

LTD. 

PARIS-MIKI LONDON LTD. 

OPTIQUE PARIS MIKI (M) SDN  

BHD 

PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD. 

上海巴黎三城光学有限公司 

巴黎三城眼鏡股份有限公司 

MIKI PARIS S.A.R.L. 

OPTIQUE PARIS-MIKI (S) PTE.  

LTD. 

PARIS MIKI (INTERNATIONAL)SA 

PARIS MIKI OPTICAL(THAILAND) 

LTD 

上海巴黎三城眼鏡有限公司 

(2）非連結子会社の数及び

名称 

２社 

 非連結子会社は次のとおりで 

あります。 

㈱オーナーズ・サポーター 

MIKISSIMES S.A. 

同左 ３社 

 非連結子会社は次のとおりで 

あります。 

㈱オーナーズ・サポーター 

MIKISSIMES S.A. 

上海巴黎三城商貿有限公司 

(3）非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由 

 非連結子会社２社は、いずれも

小規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

同左   非連結子会社３社の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金

等のうち持分に見合う額の合計額

は、それぞれ連結総資産、連結売

上高、連結純損益及び利益剰余金

等の合計額に対する影響が軽微で

あり、全体としても連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しており

ます。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結

子会社（㈱オーナーズ・サポータ

ー、MIKISSIMES S.A.）及び関連

会社（DIANE OPTICAL INC.）は、

それぞれ中間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

同左   持分法を適用していない非連結

子会社（㈱オーナーズ・サポータ

ー、MIKISSIMES S.A.、上海巴黎三

城商貿有限公司）及び関連会社

（DIANE OPTICAL INC.）は、それ

ぞれ連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち、MIKI PARI

S  

S.A.R.L.、PARIS MIKI AUSTRALI

A  

PTY. LTD.、PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD.、OPTIQUE  

PARIS MIKI (M) SDN BHD、上海巴

黎三城光学有限公司、巴黎三城眼

鏡股份有限公司、PARIS MIKI  

(INTERNATIONAL)SA、PARIS MIKI  

OPTICAL (THAILAND)LTD.及び上海

巴黎三城眼鏡有限公司の中間決算

日は６月30日であり、それ以外の

連結子会社の中間決算日は８月31

日であります。中間連結財務諸表

の作成にあたっては同日現在の中

間財務諸表を使用しております。

ただし中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち、MIKI PARI

S  

S.A.R.L.、PARIS MIKI AUSTRALI

A  

PTY. LTD.、PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD.、OPTIQUE  

PARIS MIKI (M) SDN BHD、上海巴

黎三城光学有限公司、巴黎三城眼

鏡股份有限公司、PARIS MIKI  

(INTERNATIONAL)SA、PARIS MIKI  

OPTICAL (THAILAND)LTD.、上海巴

黎三城眼鏡有限公司及び上海巴黎

三城商貿有限公司の中間決算日は

６月30日であり、それ以外の連結

子会社の中間決算日は８月31日で

あります。中間連結財務諸表の作

成にあたっては同日現在の中間財

務諸表を使用しております。ただ

し中間連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち、MIKI PARIS  

S.A.R.L.、PARIS MIKI AUSTRALIA  

PTY. LTD.、PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD.、OPTIQUE  

PARIS MIKI (M) SDN BHD、上海巴

黎三城光学有限公司、巴黎三城眼

鏡股份有限公司、PARIS MIKI  

(INTERNATIONAL)SA、PARIS MIKI  

OPTICAL (THAILAND)LTD.及び上海

巴黎三城眼鏡有限公司の決算日は 

12月31日であり、それ以外の連結

子会社の決算日は２月末日であり

ます。連結財務諸表の作成にあた

っては同日現在の財務諸表を使用

しております。ただし連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

(1）売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は移動平

均法により算定）を採用して

おります。 

① 有価証券 

(1）売買目的有価証券 

同左 

① 有価証券 

(1）売買目的有価証券 

同左 

 (2）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採

用しております。 

(2）満期保有目的の債券 

同左 

(2）満期保有目的の債券 

同左 

 (3）子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

(3）子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(3）子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 (4）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採

用しております。 

(4）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(4）その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブ 

時価法を採用しております。 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

 ③ たな卸資産 

商品 

 主として移動平均法による

原価法を採用しております。 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

 貯蔵品 

 主として移動平均法による

原価法を採用しております。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社で

は、定率法により償却しており

ます。また、在外連結子会社は

定額法で償却しております。 

 ただし、当社及び国内連結子

会社については、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）は、定額法に

より償却しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 ３年～60年 

器具備品    ２年～20年 

 また、取得価額が10万円以上

20万円未満の少額減価償却資産

については、３年間で均等償却

しております。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社で

は、定額法により償却しており

ます。なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 当社及び国内連結子会社で

は、債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。また、在外連結子会社では

個別判定による回収不能見込額

を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社で

は、従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき計

上しておりますが、在外連結子

会社では賞与支給制度がないた

め、引当金を設定しておりませ

ん。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ③ 退職給付引当金 

 国内連結子会社では、従業員

の退職給付に備えるため、連結

会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 国内連結子会社では、従業員

の退職給付に備えるため、連結

会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等の中間連結会計期間末残高

の相殺後の金額は、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(中間連結損益計算書） 

 従来、のれん自立店に係わる取引について

は、ロイヤリティ収入・設備使用料及び加盟

金等を売上高に計上し、事務代行手数料等の

手数料を営業外収益として会計処理をしてお

りましたが、「のれん自立」事業に係る損益

をより明確にするため、当中間連結会計期間

より、ロイヤリティ収入等に加え、のれん自

立店に対する事務代行手数料等の手数料を売

上高として計上する事に変更いたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較

し、売上高、売上総利益及び営業利益は19百

万円それぞれ多く計上され、営業外収益は19

百万円少なく計上されております。 

 なお、経常利益及び税金等調整前中間純利

益に与える影響はありません。 

(固定資産の減損に係る会計基準）  

  当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税金等調整

前中間純利益は204百万円減少しておりま

す。  

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

（連結損益計算書） 

 従来、のれん自立店に係わる取引について

は、ロイヤリティ収入・設備使用料及び加盟

金等を売上高に計上し、事務代行手数料等の

手数料を営業外収益として会計処理をしてお

りましたが、「のれん自立」事業に係わる損

益をより明確にするため、当連結会計年度よ

り、ロイヤリティ収入等に加え、のれん自立

店に対する事務代行手数料等の手数料を売上

高として計上する事に変更いたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較

し、売上高、売上総利益及び営業利益は40百

万円それぞれ多く計上され、営業外収益は40

百万円少なく計上されております。 

 なお、経常利益及び税金等調整前当期純利

益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「出資

金」（当中間連結会計期間28百万円）は、重要性がな

いため、当中間連結会計期間より、投資その他の資産

の「その他」に含めて表示することに変更いたしまし

た。 

 ────── 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

偶発債務 偶発債務 偶発債務 

保証債務 保証債務 保証債務 

取引先 

銀行借入保証 3百万円

取引先 

銀行借入保証      0百万円

取引先 

銀行借入保証      2百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１． 

───── 

※１．売上原価には、当中間連結会計期間に

新たに発生した商品評価減額460百万

円を含んでおります。 

※１． 

───── 

※２．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※２．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※２．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

 百万円

建物及び構築物 56 

器具備品 19 

計 75 

 百万円

建物及び構築物 12 

器具備品 20 

計 33 

 百万円

建物及び構築物 81 

器具備品 47 

計 128 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※３． 

───── 

※３．減損損失  

 当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

 （1）減損損失を認識した資産グループの概要 

（2）減損損失の認識に至った経緯 

 収益性が悪化しているエリア地域、及び、

将来において具体的な使用計画がなく、か

つ、市場価格が下落している遊休資産につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上いたしまし

た。 

（3）減損損失の内訳は、次のとおりでありま

す。 

場所 用途 種類  

北海道エリア 店舗設備  
建物及び構

築物  

米国ワシント

ン州 

店舗・事務

所設備 

建物及び器

具備品 

兵庫県姫路市 遊休資産 土地 

在外子会社 店舗設備  
建物、無形

固定資産 

※３．  

───── 

 

（4）資産のグルーピングの方法 

 原則として、店舗資産、賃貸資産、遊休資

産及び共有資産に分類し、店舗資産について

は、管理会計上の区分に基づいたエリア地域

別にグルーピングを行っております。  

（5）回収可能価額の算定方法 

 遊休土地は、正味売却価額により測定し、

相続税評価額を基準に算定した時価により評

価しております。 

 上記以外の資産については、使用価値によ

り測定し、将来キャッシュ・フローを5.7％で

割り引いて算定しております。 

 百万円 

建物 114 

構築物 2 

器具備品 9 

土地 70 

無形固定資産 7 

計 204 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

 百万円

現金及び預金 22,044 

有価証券 3,264 

ＭＭＦ・ＦＦＦ以外の有

価証券 
-2,442 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金等 
-425 

現金及び現金同等物 22,440 

 百万円

現金及び預金 22,480 

有価証券 3,436 

ＭＭＦ・ＦＦＦ以外の有

価証券 
-2,614 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金等 
-432 

現金及び現金同等物 22,870 

 百万円

現金及び預金 18,535 

有価証券 3,551 

ＭＭＦ・ＦＦＦ以外の有

価証券 
-2,730 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金等 
-405 

現金及び現金同等物 18,951 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 

(百万円) 

器具備品 385 52 333 

 

取得価
額相当
額 

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 

(百万円)

器具備品 398 131 266 

 

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 

(百万円)

器具備品 398 91 306 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 百万円

１年内 75 

１年超 259 

計 334 

 百万円

１年内 78

１年超 191

計 269

 百万円

１年内 78

１年超 230

計 308

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

 百万円

支払リース料 24 

減価償却費相当額 23 

支払利息相当額 1 

 百万円

支払リース料 41

減価償却費相当額 39

支払利息相当額 2

 百万円

支払リース料 65

減価償却費相当額 62

支払利息相当額 4

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)国債・地方債等 55 55 0 

(2)社債 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 55 55 0 

 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 48 70 21 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 2,369 2,577 207 

合計 2,418 2,647 229 

 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券  

株式 126 

その他 821 

(2)子会社株式及び関連会社株式 155 



当中間連結会計期間末 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 48 90 42 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 1,838 2,303 464 

合計 1,887 2,394 506 

 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券  

株式 387 

その他 821 

(2)子会社株式及び関連会社株式 155 



前連結会計年度末 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 48 79 30 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 1,838 2,154 315 

合計 1,887 2,233 346 

 前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券  

株式 410 

その他 821 

(2)子会社株式及び関連会社株式 155 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

（注）１．時価の算定方法 

為替予約取引は先物相場を使用しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

（注）１．時価の算定方法 

為替予約取引は先物相場を使用しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

（注）１．時価の算定方法 

為替予約取引は先物相場を使用しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

種類 

前中間連結会計期間 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

為替予約取引    

米ドル売スイスフラン買 417 417 -0 

スイスフラン売日本円買 435 434 1 

合計 853 851 1 

種類 

当中間連結会計期間 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

為替予約取引    

米ドル売スイスフラン買 595 610 -14 

スイスフラン売米ドル買 11 11 0 

スイスフラン売日本円買 275 275 -0 

合計 882 897 -14 

種類 

前連結会計年度 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

為替予約取引    

米ドル売スイスフラン買 570 564 6 

スイスフラン売日本円買 432 432 0 

合計 1,003 996 7 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループの主たる事業は、眼鏡等の販売を目的とした専門店チェーンストアの経営であり、当該事業に係

る売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額の90％を超えており

ます。したがって、セグメント情報は、その記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額の90％を超えておりますので、その記載を省略してお

ります。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,014.60円

１株当たり中間純利益金額 61.69円

１株当たり純資産額 1,009.97円

１株当たり中間純利益金額 58.27円

１株当たり純資産額 976.02円

１株当たり当期純利益金額 86.00円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
61.19円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
57.83円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
  85.31円

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 3,355 3,058 4,647 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 15 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (15) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 3,355 3,058 4,632 

期中平均株式数（千株） 54,389 52,484 53,860 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 447 406 433 

（うち新株予約権） (447) (406) (433) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成16年６月25日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

16,425個 目的となる株式

の数 1,642,500株） 

平成17年６月24日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

989個 目的となる株式の

数 98,900株） 

平成16年６月25日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

16,013個 目的となる株式

の数 1,601,300株） 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 平成16年11月25日開催の取締役会におい

て、商法第211条ノ３第１項第２号の規定に

基づき、自己株式を買受けることを決議いた

しました。また、これに伴い証券取引法に従

い、発行者である会社による上場株券等の公

開買付けを行うことを決議いたしました。 

───── ───── 

自己株式取得の内容 

(1)取得する株式の種類  普通株式 

(2)取得する株式の総数  3,310,000株 

(3)株式の取得価額の総額 6,700百万円 

  

公開買付けの概要 

 (1)公開買付け期間 平成16年11月26日から

平成16年12月16日まで 

(2)買付価格    １株につき1,995円 

(3)応募株数    2,021,000株 

(4)取得株数    2,021,000株 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  20,425   20,856   17,216   

２．売掛金  2,477   2,472   2,567   

３．有価証券  821   821   821   

４．たな卸資産  9,930   7,197   7,880   

５．繰延税金資産  1,060   1,920   1,684   

６．その他  1,452   1,897   1,770   

  貸倒引当金  -0   -21   -21   

流動資産合計   36,166 54.4  35,144 54.8  31,919 52.0 

Ⅱ 固定資産           

 (1) 有形固定資産 ※１          

 １．建物  4,036   3,821   3,972   

  ２．器具備品  1,467   1,425   1,401   

  ３．その他  1,573   1,418   1,512   

有形固定資産合計  7,077   6,665   6,886   

 (2) 無形固定資産  222   242   234   

 (3) 投資その他の資産           

  １．投資有価証券  5,777   5,751   5,562   

  ２．出資金  838   838   838   

  ３．長期貸付金  1,597   1,513   1,547   

  ４．繰延税金資産  176   115   124   

  ５．敷金及び保証金  12,257   11,802   12,097   

  ６．建設協力金  2,059   1,784   1,894   

  ７．その他  367   240   255   

   貸倒引当金  -64   -14   -14   

投資その他の資産合計  23,010   22,033   22,307   

固定資産合計   30,309 45.6  28,941 45.2  29,428 48.0 

資産合計   66,476 100.0  64,086 100.0  61,347 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  597   410   359   

２．買掛金  1,502   1,367   1,524   

３．未払金  2,030   2,205   2,192   

４．未払法人税等  3,160   3,095   2,700   

５．賞与引当金  1,835   1,780   1,510   

６．その他  1,332   1,256   1,247   

流動負債合計   10,458 15.7  10,115 15.8  9,533 15.5 

Ⅱ 固定負債           

１．預り保証金  349   387   373   

固定負債合計   349 0.6  387 0.6  373 0.6 

負債合計   10,807 16.3  10,503 16.4  9,907 16.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   5,901 8.9  5,901 9.2  5,901 9.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  6,829   6,829   6,829   

２．その他資本剰余金  13   －   13   

資本剰余金合計   6,842 10.3  6,829 10.6  6,842 11.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  582   582   582   

２．任意積立金  40,190   41,589   40,190   

３．中間（当期）未処分
利益  5,145   4,661   4,892   

利益剰余金合計   45,917 69.0  46,832 73.1  45,665 74.4 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   136 0.2  301 0.5  206 0.4 

Ⅴ 自己株式   -3,128 -4.7  -6,281 -9.8  -7,174 -11.7 

資本合計   55,668 83.7  53,582 83.6  51,440 83.9 

負債及び資本合計   66,476 100.0  64,086 100.0  61,347 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

（注）直営店の小売売上高と、のれん自立店の小売売上高との合計額である「国内全店小売売上高」は、次のとおりであります。 

                  (前中間会計期間）     (当中間会計期間）     (前事業年度） 

     国内全店小売売上高      35,712百万円         35,180百万円       68,454百万円 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 (注)   33,750 100.0  32,781 100.0  64,411 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  9,261 27.4 9,297 28.4   17,743 27.5 

売上総利益   24,488 72.6  23,484 71.6  46,668 72.5 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費   18,501 54.9  17,993 54.9  36,366 56.5 

営業利益   5,986 17.7  5,490 16.7  10,301 16.0 

Ⅳ 営業外収益 ※２  205 0.6  116 0.3  370 0.6 

Ⅴ 営業外費用   14 0.0  10 0.0  47 0.1 

経常利益   6,178 18.3  5,596 17.0  10,625 16.5 

Ⅵ 特別利益   4 0.0  － －  6 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※３  211 0.6  268 0.8  2,287 3.6 

税引前中間（当
期）純利益   5,970 17.7  5,328 16.2  8,344 12.9 

法人税、住民税
及び事業税  2,812   2,633   4,480   

法人税等調整額  -103 2,709 8.0 -290 2,342 7.1 -723 3,757 5.8 

中間（当期）純
利益   3,261 9.7  2,985 9.1  4,586 7.1 

前期繰越利益   1,883   1,803   1,883  

自己株式処分差
損    －   127   －  

中間配当額   －   －   1,577  

中間（当期）未
処分利益   5,145   4,661   4,892  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法)を採

用しております。 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

貯蔵品 

 主に移動平均法による原価 

法を採用しております。 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

により償却しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物    ３年～60年 

器具備品  ２年～20年 

 また、取得価額が10万円以上

20万円未満の少額減価償却資産

については、３年間で均等償却

しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表 

（財務諸表）作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 

仮払消費税等及び仮受消費税等の

中間期末残高の相殺後の金額は、

流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(中間損益計算書） 

 従来、のれん自立店に係わる取引について

は、ロイヤリティ収入・設備使用料及び加盟

金等を売上高に計上し、事務代行手数料等の

手数料を営業外収益として会計処理をしてお

りましたが、「のれん自立」事業に係る損益

をより明確にするため、当中間会計期間よ

り、ロイヤリティ収入等に加え、のれん自立

店に対する事務代行手数料等の手数料を売上

高として計上する事に変更いたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較

し、売上高、売上総利益及び営業利益は19百

万円それぞれ多く計上され、営業外収益は19

百万円少なく計上されております。 

 なお、経常利益及び税引前中間純利益に与

える影響はありません。 

(固定資産の減損に係る会計基準）  

  当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これにより税引前中間純利

益は178百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

(損益計算書) 

  従来、のれん自立店に係わる取引について

は、ロイヤリティ収入・設備使用料及び加盟

金等を売上高に計上し、事務代行手数料等の

手数料を営業外収益として会計処理をしてお

りましたが、「のれん自立」事業に係る損益

をより明確にするため、当事業年度より、ロ

イヤリティ収入等に加え、のれん自立店に対

する事務代行手数料等の手数料を売上高とし

て計上する事に変更いたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較

し、売上高、売上総利益及び営業利益は40百

万円それぞれ多く計上され、営業外収益は40

百万円少なく計上されております。 

 なお、経常利益及び税引前当期純利益に与

える影響はありません。  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間まで固定負債の「その他」に含めて表示しており

ました「預り保証金」は、当中間会計期間において固定負債が預り

保証金のみになったことから「預り保証金」で表示することにいた

しました。 

なお、前中間会計期間末の「預り保証金」は、233百万円でありま

す。 

 ───── 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．減価償却累計額 

 有形固定資産 

 

         14,366百万円  

 

         14,293百万円  

 

          14,402百万円 

２．偶発債務    

 保証債務 OPTIQUE PARIS-MIKI(M)SDN BHD 

リース債務保証 1百万円 

 （63千M＄) 

PARIS-MIKI INTERNATIONAL GmbH

銀行借入保証 4百万円 

 （30千EUR) 

取引先  

銀行借入保証 3百万円 

計 9百万円 

OPTIQUE PARIS-MIKI(M)SDN BHD 

リース債務保証    0百万円 

 （11千M＄) 

取引先  

銀行借入保証 0百万円 

計      1百万円 

OPTIQUE PARIS-MIKI(M)SDN BHD 

リース債務保証      0百万円 

 （28千M＄) 

PARIS-MIKI INTERNATIONAL GmbH 

銀行借入保証  6百万円 

 （45千EUR) 

取引先  
銀行借入保証      2百万円 

計      9百万円 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．売上原価   ─────   売上原価には、当中間会計期間

に新たに発生した商品評価減額460

百万円を含んでおります。  

  ───── 

※２．営業外収益のうち重要

なもの       

受取利息  13百万円 14百万円  27百万円  

※３．特別損失   ─────   当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

(1) 減損損失を認識した資産グル

ープの概要 

(2) 減損損失の認識に至った経緯 

  収益性が悪化しているエリア地

域、及び、将来において具体的な

使用計画がなく、かつ、市場価格

が下落している遊休資産につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失と

して計上いたしました。 

(3) 減損損失の内訳 

(4) 資産のグルーピングの方法 

  原則として、店舗資産、賃貸資

産、遊休資産及び共用資産に分類

し、店舗資産については、管理会

計上の区分に基づいたエリア地域

別にグルーピングを行っておりま

す。 

(5) 回収可能価額の算定方法 

場所 用途 種類  

北海道 

エリア  

店舗 

設備  

建物及び

構築物  

米国ワシ

ントン州 

店舗・事

務所設備

建物及び

器具備品 

兵庫県 

姫路市 
遊休資産 土地 

 建物     96百万円 

 構築物 2   

 器具備品 9   

 土地 70   

  計 178    

  ───── 

４．減価償却実施額   

 遊休土地は、正味売却価額によ

り測定し、相続税評価額を基準に

算定した時価により評価しており

ます。 

 上記以外の資産については、使

用価値により測定し、将来キャッ

シュ・フローを5.7％で割り引いて

算定しております。 

    

有形固定資産  555百万円 492百万円  1,133百万円  

無形固定資産             19             16            35  

        



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成16年９月30日）、当中間会計期間末（平成17年９月30日）及び前事業年度末（平成17年

３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

器具
備品 

382 51 331 

 
取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

器具
備品 

395 130 265 

 
取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

器具
備品 

395 90 304 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 74

１年超 257

計 332

 百万円

１年内 77

１年超 190

計 268

 百万円

１年内 77

１年超 229

計 307

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  百万円

支払リース料 23

減価償却費相当

額 
23

支払利息相当額 1

 百万円

支払リース料 41

減価償却費相当

額 
39

支払利息相当額 2

 百万円

支払リース料 64

減価償却費相当

額 
62

支払利息相当額 4

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（１株当たり情報）  

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,023.57円

１株当たり中間純利益金額 59.97円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
59.48円

１株当たり純資産額  1,014.42円

１株当たり中間純利益金額    56.88円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
  56.45円

１株当たり純資産額     982.14円

１株当たり当期純利益金額      84.87円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
     84.20円

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 3,261 2,985 4,586 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 15 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (15) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 3,261 2,985 4,571 

期中平均株式数（千株） 54,389 52,484 53,860 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 447 406 433 

（うち新株予約権） (447) (406) (433) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成16年６月25日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

16,425個 目的となる株式

の数 1,642,500株） 

平成17年６月24日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

989個 目的となる株式の

数 98,900株） 

平成16年６月25日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

16,013個 目的となる株式

の数 1,601,300株） 



（重要な後発事象）  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 平成16年11月25日開催の取締役会におい

て、商法第211条ノ３第１項第２号の規定に

基づき、自己株式を買受けることを決議いた

しました。また、これに伴い証券取引法に従

い、発行者である会社による上場株券等の公

開買付けを行うことを決議いたしました。 

───── ───── 

自己株式取得の内容 

(1)取得する株式の種類  普通株式 

(2)取得する株式の総数  3,310,000株 

(3)株式の取得価額の総額 6,700百万円 

  

公開買付けの概要 

 (1)公開買付け期間 平成16年11月26日から

平成16年12月16日まで 

(2)買付価格    １株につき1,995円 

(3)応募株数    2,021,000株 

(4)取得株数    2,021,000株 

  



(2）【その他】 

 平成17年11月24日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額     ──── 1,663,862千円 

(ロ）１株当たりの金額          ──── 31円50銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 ──── 平成17年12月９日 

（注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行い

ます。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第57期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月27日関東財務局長に提出 

２ 自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年４月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日） 平成17年５月６日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日） 平成17年６月２日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日） 平成17年７月４日関東財務局長に提出 

２ 有価証券届出書（新株予約権証券発行） 

 平成17年７月20日関東財務局長に提出 

３ 有価証券届出書（新株予約権証券発行）の訂正報告書  

 平成17年７月28日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月24日

株式会社三城   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 樫谷 隆夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 網本 重之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三城の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社三城及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月22日

株式会社三城   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 樫谷 隆夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 網本 重之  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 坂田 純孝  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三城の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社三城及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から、固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月24日

株式会社三城   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 樫谷 隆夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 網本 重之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三城の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第57期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社三城の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月22日

株式会社三城   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 樫谷 隆夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 網本 重之  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 坂田 純孝  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三城の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社三城の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当中間会計期間から、固定資産の減損に係

る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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